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農業をめぐる IT化の動き―データ収集、処理、クラウドサービスの適用事例を中心に―

科 学 技 術 動 向　2014年 1・2月号（142号）

　2013年 6月 14日に閣議決定された「日本再興戦
略」では、日本の食と農を一大産業として開花させる
という大きな展望が広がっている1）。その中で、例え
ば農業の生産性向上を実現する一対策として、農業生
産の担い手への農地集約により、農業の構造改革と生
産コストの削減を推進することが謳われている。この
ような日本の農業の構造改革と合わせて期待される
のが、農業を支援する新たな技術形成の展開である。
　農業における技術革新が期待される領域として
は、①品種改良や遺伝子組み換え技術等の農産物そ
のものを対象とした領域、②栽培技術や土壌など生
産環境に焦点を当てた領域、③輸送や保存など流
通・販売に関する領域などがある。そして、これら

全ての領域に大きな効果をもたらす基盤技術とし
て、情報通信技術（IT）への期待が高まっている。
ここではその中でも特に近年、急速に IT化の進展
が見られる②の「栽培技術や生産環境に関する領
域」に焦点を当てて、IT化の動向を事例を中心にし
て概説する。
　なお、農産物の生産性向上を目指した取り組みは
世界中で行われているが、気象条件、地理的条件、
食文化など、その国が持つ背景によって取り組み方
は大きく異なる。そこで本稿では、日本独自の条件
を踏まえた IT利用の可能性について論じていく。
　まず次章では、現在の営農者の IT利用の実態を
踏まえる。続いて第 3章では、センサーやカメラ等
の IT機器が圃場に導入されネットワークで結ばれ
ることによって、各地点の環境データがリアルタイ
ムで自動かつ容易に収集できるようになってきた
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図表 1　農業経営者における IT機器等の利用内容

図表 2　ITの導入に対する障壁

出典：参考文献 2を基に科学技術動向研究センターにて作成

出典：参考文献 2を基に科学技術動向研究センターにて作成

ことを紹介する。また第 4章では、収集された環境
データの蓄積や分析がクラウドサービスを利用す
ることによって、より高い利便性を伴って提供され
るようになってきたことを紹介する。そして第 5章
で、これらの IT利用を促進する上での課題と今後
の取り組みについて述べる。

　2012 年 7 月に農林水産省が行ったアンケート調

査2）によると、回答を寄せた 1,061 名の営農者のう
ち 50.4％がこれまでの経営において ITを利用して
おり、かつ今後も利用したいと答えている。また、
これまでは利用していないが、今後は利用したいと
答えた営農者も 21.7％存在している。
　ただし、ITを利用していると答えた営農者に対す
る利用内容に関する質問では、その多くがインター
ネットによる情報収集や経理事務等のデータの蓄積、
農作業履歴や出荷履歴の記録など比較的簡易な利用
に留まっており、農業技術のデータベース化（知識
の蓄積・活用）やセンサー等を活用した環境測定な
ど、農業生産性の向上に結びつくと期待される ITの
利用はまだわずかとなっている（図表 1）。
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　また、「これまでは利用していないが、今後は利用
したい」と答えた 21.7％の営農者に対し、なぜ利用
してこなかったかをたずねた質問では、図表 2の通
り、ITに関する知識の少なさが圧倒的多数となって
いる。このような ITリテラシー不足の背景として、
1つには営農者の高齢化が挙げられる。農林水産省
の「農林業センサス」調査3）によると、2010 年度の
基幹的農業従事者注）の平均年齢は 66.1 歳に達して
いる。

注　専業農家あるいは兼業農家のうち仕事への従事状況として農業が主である農家のこと。

　農産物の生産量や品質は、気温、日射量、土壌水
分、土壌温度などの環境条件と、施肥量や作業時期
などの影響を大きく受ける。適切な生産管理によっ
て収益を向上させるためには、これら環境条件と実
際に収穫できた収量データをつき合わせ、場所に応
じた最適な施肥量や作業時期を決める必要がある。
　収量に関するデータは、近年ではかなり正確に把
握できるようになってきている。農産物のサイズや
品種等に対応した細かなデータを所有している事
例もある。一方、環境データに関しては、現在、多
くの営農者はこまめに圃場を見てまわり、作物の様
子を観察している状況にある。実際の圃場は複数の
場所に分散していることも多く、手間と時間を要す
る作業となっている。また、果樹園などでは急峻な
傾斜地も多い。糖度が高い高品質な果実を生産す
るには、土壌水分や果樹の樹体水分を適切にコント
ロールする必要があり、そのために一日に何回も斜
面を上り下りしながら葉の様子を見ている4）。つま
り、環境データに関しては、まだアナログ的なデー
タ収集に留まっているのが実態である。
　そして、そこまで手間をかけてもなお、土壌水分
や土壌温度などの環境条件までは正確につかむこ
とは難しい。そこで、ITを導入することによって、
温度や水分など圃場・栽培管理にかかる様々な指
標をデータベース化することで、生育条件の最適化
を図る取り組みが活発化している。
　圃場において、これら環境データをセンシングで
きるデバイス、カメラ、通信機器等の観測機器を設
置し、ネットワークで結ぶことによって、各地点の
環境データや生育状況がリアルタイムで手に入り、
適切なフィードバックを促すことで安定的な収量

と品質を実現する一助となる。
　また、地理情報システム（GIS）を活用する取り
組みも進められている。GIS の活用例としては、地
図と圃場の環境データ、衛星測位を組み合わせて多
くの情報を分析し、地図などの形で視覚的に表示で
きるシステムがある。例えば、植物の葉が赤領域の
波長の光を吸収し、近赤外線領域の波長の光を反射
する特性を活かして、人工衛星等から農地の可視光
と近赤外光の分光デジタル画像を撮影・解析して、
作物の生育診断・栽培管理などに利用する技術が
実用化されている5）。
　（株）日立ソリューションズが開発したシステム
の例では、収穫直前の小麦の圃場の衛星画像を解析
することで、地域全体の小麦の生育具合の相対的な
違いが把握できる。小麦は生育が進むと穂に含まれ
る水分が減ってくるため、この相対的な違いを元に
収穫順序を決めれば、生育の進んだところから収穫
が可能になる6）。
　以上のようにデータ収集の自動化・容易化が進
められてきているが、今後の問題として、データの
互換性が考えられる。現状では IT企業が提供する
それぞれのアプリケーションによって異なる保存
形式でデータが蓄積されている。もし一営農者の範
疇を超えて地域全体の生産性向上を図ろうとすれ
ば、データの保存形式の違いが大きな障害になる。
したがって、それぞれのデータを統合し、データ
相互間に関係性をつけるなどの処置により一つの
ビッグデータとして蓄積・解析することも今後は
試行していく必要があろう。

　ITの適用は、収集されたデータの蓄積・分析に
よるノウハウや知識の活用の面でも、すでに民間レ
ベルで進められている。収集されたデータを基にし
た水遣り作業の自動化、病害虫発生の自動検出、さ
らには消費者への在庫情報や品種情報の提供に活
かしていく仕組みである。しかもこれらの処理をク
ラウドで行うことにより、一営農者では設備化が不
可能だったコンピュータ、ストレージ、アプリケー
ションなどのコンピュータリソースの活用が可能
になっている。
　図表 2のように、これまでは ITに関する知識不

3 IT 機器の導入とネットワーク化
による環境データの収集

4 クラウドサービスによる収集した
環境データの蓄積・分析・活用
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足のために、ITの活用までに至らなかった営農者
たちも多かった。しかし、クラウドサービスによる
所有から共有の発想の転換により、必要なときに必
要なコンピュータリソースを安価で活用できるよ
うになり、さらにサービスの提供を得られることで
IT活用に対する障壁が低くなっている。図表 3に示
したように、これらの取り組みは IT企業がけん引
役となって、様々なソリューションが提案されてい
る。これまで第 2次産業や第 3次産業を対象に培っ
てきた ITノウハウを農業生産や農業経営に活かす
というアプローチである。サービス価格は、営農者
の経営規模にもよるが、一農家や少人数の農業生産
法人でも支払い可能な額となってきている。
　これらの一例として、富士通（株）は信頼性の高い
クラウドサービスの開発を目的として、ITで農業
生産・農業経営を効率化させる食・農クラウドの検
証・実践の場として、沼津工場の敷地内に露地栽培
と施設栽培からなる「Akisai 農場」を開設した7）。こ
こではデータの取得、農業に関わる各種 ITの検証、
クラウド経由での遠隔操作の検証を行っている。規
模はハウス 2棟（352 ㎡）と露地（約 1,000 ㎡）で、
葉物野菜、キャベツ、大根など葉物や根菜を栽培し
ている。
　この「Akisai 農場」での施設栽培においては、岐
阜大学の大場伸也教授らの研究グループと連携し、
従来、夏の期間しか栽培していなかった「仙寿菜」
の通年栽培、水耕栽培への取り組みを開始し、栽培
データの取得により最適な栽培環境の把握に努め
ている。
　農業へのクラウドサービス導入における今後の

課題としては、クラウドサービスの適用地の拡大が
挙げられる。管理度の高い植物工場やハウス栽培に
は比較的容易にシステムを導入できたとしても、全
国に点在する圃場にこれを適用させようとするに
はさらなる工夫が必要になろう。適用地の拡大で
は、施設栽培といった理想栽培環境では遭遇しな
かった様々な自然現象の考慮が必要であり、管理度
の多様化・高度化へ向けた研究やさらに多くの検
証が必要になる。

図表 3　様々なクラウドサービス

出典：参考文献 8を基に科学技術動向研究センターにて作成

　以上、センサーやカメラなどにより生産環境デー
タの収集の自動化が進んだこと、さらにクラウドに
より収集されたデータの蓄積・分析・活用が容易
となったことを述べた。今、ITは農業の現場に深く
浸透しつつある。今後は、農業をめぐる IT化の動
きをさらに活性化させ、期待される農産物の質の向
上ならびに生産性の向上を図っていくべきである。
　しかし、図表 2で見たように、これを阻む要因と
して営農者の ITリテラシー不足が指摘されている。
図表 4にも、ITの利用を促進するための取り組みと
して ITのサポート人材の充実がトップに挙げられ
ており、このことを裏付けている。そこで本章では、
この課題の解決をめざし、地域による ITリテラシー
の向上を目指した取り組みを提案したい。
　IT利用を促進するための取り組みを見てみると、

5 農業における IT利用を促進
するための課題と取り組み
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図表 4　ITの利用を促進するための取り組み

出典：参考文献 2を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 4の②で囲んだ課題、すなわち、簡易な IT機
器やツールの開発、安価なサービスの提供、IT活用
事例の紹介等の課題は、民間企業の努力により徐々
に解決されつつある。特に、クラウド等を活用した
サービスを提供する IT企業の活動により、ITはよ
り身近で使いやすくなり営農者の ITに対する抵抗
感も解消に向かっている。
　しかし、全体的に見ればまだ IT利用は一部の
ユーザに留まっているのが現状である。そこで、地
域の大学や自治体、政府機関が協力して教育や実習
の機会を提供することを期待したい。すなわち、図
表 4の①で囲んだ課題である、ITサポート人材の充
実や、現地における IT利用の実証、知識や成果を
共有する勉強会等の企画・推進を図ることである。
　例えば、経済産業省北海道経済産業局は、IT導入
により農作業の効率化を促進することを目的とし
て、「IT農業推進セミナー＆実演・展示会」を一大
農産地である十勝地域で開催した9）。このセミナー
では、営農者や農業団体の会員を対象に、大学教授
や実際に ITを導入し経営改革を図っている営農者
による講演や、IT企業の実演等が行われている。こ
のように、少しずつ IT利用に対する障壁を解消す
る取り組みは広まっている。このような活動を全国
的に拡大していくことにより、営農者における IT
リテラシーが向上し、よりスムースに ITの導入が
図られることが期待できる。

　本稿では、日本において近年導入が進みつつある
ITの農業生産に果たす可能性について論じた。そ
して、この可能性を実際の農業生産活動での大きな
具体的成果につなげていくためには、地域の大学や
自治体等が協力して IT導入の障壁となっている営
農者の ITリテラシーの向上を図っていくことが必
要と考える。
　最後に、本稿で触れることのできなかった「品種
改良や遺伝子組み換え技術等の農産物そのものを
対象とした領域」（1章の①）における IT化の効果と
可能性について触れる。現在、様々なシーケンサー
が登場し、ゲノム情報が以前に比べ廉価に入手でき
るようになった。画期的な特質を備えた新品種の開
発は、農業の生産性と質の向上に対し大きなインパ
クトをもたらす可能性がある。ただし、大量のゲノ
ム情報を育種で効果的に活用するためには、試験圃
場の環境データをできる限り高密度に補足して、長
期間観測し続けることが必要である。このことは、
生産現場における IT化が発展することで、品種改
良等の研究を加速させることが可能になることを
示唆している。
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企業にてコンピュータ設計用CAD の研究開発、ハイパフォーマンス・コンピュー
ティング領域、ユビキタス領域のビジネス開発に従事後、現職。スーパーコンピュー
タ、ビッグデータ、半導体技術、LSI 設計技術等の科学技術動向に興味を持つ。
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